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１５－１ 火災・災害等即報要領 

昭和５９年１０月１５日 

消防災第２６７号消防庁長官 

最終改正 平成２９年２月７日消防応第１１号 

第１ 総則 

１ 趣旨 

この要領は、消防組織法（昭和22 年法律第 226 号）第４０条の規定に基づき消防庁長官が求

める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法を定めるもの

とする。 

(参考) 

消防組織法第４０条 

消防庁長官は、都道府県又は市町村に対し、消防町長官の定める形式及び方法により消防統計

及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 

２ 火災・災害等の定義 

「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火災報告取

扱要領（平成6年4月21日付け消防災第100号）」、「災害報告取扱要領（昭和45年4月10日付け消

防防第246号）」、「救急事故等報告要領（平成6年10月17日付け消防救第158号）」の定めるとこ

ろによる。 

３ 報告手続 

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。）が発生した

場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を処理する一

部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組合又は広域連合を含む。

以下第１から第３までにおいて同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県を通じて行うもの

とする。 

ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地域の属

する市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救助活動、事故

の処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主として応急措置を行った

市町村又はこれらの火災等があったことについて報告を受けた市町村が都道府県を通じて行う

ものとする。 

(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害が発生するおそれが著しく大きい場

合を含む。以下同じ。）には、当該災害が発生した地域の属する市町村は、災害に関する即報

について都道府県に報告をするものとする。 

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村からの

報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について消防庁に報告を

するものとする。 

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第１報を都

道府県に加え、消防庁に対しても報告をするものとする。この場合において、消防庁長官から

要請があった場合については、市町村は、第１報後の報告を引き続き消防庁に対しても行うも

のとする。 
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(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を 優先として可能な限り早く

（原則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲でその第１報の報告をするものとし、以後、

各即報様式に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告をするものとする。都道

府県は、市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村から

の報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとする。 

４ 報告方法及び様式 

火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に応じた様式に記載し、ファクシミリ

等により報告をするものとする。 

ただし、消防機関等への通報が殺到した場合又はファクシミリ等が使用不能な場合で当該方法

による報告ができない場合には、迅速性を 優先とし、電話等通信可能な方法による報告に代える

ことができるものとする。 

また、第１報以後の報告については、各様式で報告が求められている項目が記載された既存資

料（地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資料など）による報告

に代えることができるものとする。 

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)により被害状況等の画像情報の送信

を行うものとする。 

(1) 様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、原子

力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様式、特定の事故については第２号

様式により報告をすること。 

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号様式 

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対象とする。

なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等については、 

第３号様式による報告を省略することができる。 

ただし、消防庁長官から特に求められたものについては、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア 火災等即報、

イ 救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められた

ものについては、この限りではない。 

(2) 画像情報の送信 

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共団体（応

援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したときは、高所監

視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用いて速やかに被害状況等の画

像情報を送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等 

ウ 報道機関に取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等（テレビのニュース速報のテ

ロップ又はテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニュースにて報道される火災・災害等をい
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う。以下同じ。） 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

５ 報告に際しての留意事項 

(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」又は「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災

害等か判断に迷う場合には、できる限り広く報告をするものとする。 

(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難な火災・

災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収集に特に配意

し、迅速な報告に努めるものとする。 

また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内の市町村が報告を行うことが十分に

できないと判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種

通信手段の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の把握に努めるものとする。 

(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等関係機関と密接な連

携を保つものとする。 

特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、都道府県が一元的に集約、調整を行

うものとする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数について積極的に

収集し、当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに

消防庁へ報告をするものとする。 

(4) 市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防庁に変更

するものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府県に

報告をするものとする。 

(5) (1)から(4)までにかかわらず、災害等により、消防機関への通報が殺到した場合には、市町

村はその状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。 

 

第２ 即報基準 

火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれがある

場合を含む。）について報告すること。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

次の火災及び事故については上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項

に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告するこ

と。 

ア 火災 

（ア） 建物火災 

a 特定防火対象物で死者の発生した火災 

ｂ 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利用者等

が避難したもの 
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ｃ 大使館・領事館及び国指定重要文化財の火災 

ｄ 特定違反対象物の火災 

e 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

f 他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況等から勘案して概ね１０棟以上になる

見込みの火災 

g  損害額１億円以上と推定される火災 

（イ） 林野火災 

a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

b 空中消火を要請又は実施したもの 

c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

（ウ） 交通機関の火災 

a 航空機火災 

b タンカー火災 

c  船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

d トンネル内車両火災 

e 列車火災 

（エ） その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

（例示） 

・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

（ア） 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火

災又は爆発事故 

（イ） 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

（ウ） 特定事業所内の火災（(ア)以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯

蔵し、又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石油コン

ビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

（ア） 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

（イ） 負傷者が５名以上発生したもの 

（ウ） 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害を及

ぼしたもの 

（エ） ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

（オ） 海上、河川への危険物等流出事故 

（カ） 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う火災・危険物等の漏えい事故 

エ 原子力災害等 

（ア） 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏え

いがあったもの 
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（イ） 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中

に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

（ウ） 原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第１０条の規定により、原子力事

業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあったもの 

（エ） 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏え

いがあったもの 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認めら

れるもの 

   カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に取り上げられる

等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。 

２ 救急・救助事故即報 

救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）につい

て報告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故 

 (6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げられる

等社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点での報告を含

む。） 

（例示） 

・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・ バスの転落による救急・救助事故 

・ ハイジャックによる救急・救助事故 

・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発生した救

急・救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域において同様

の事案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき救急・救助事故 

３ 武力攻撃災害即報 

武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

(1)  武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）第

２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は

負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

(2)   国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力攻撃
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に準ずる攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出

その他の人的又は物的災害 

４ 災害即報 

災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）につい

て報告すること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府県における被害は軽微であっても、全

国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第１３条の２に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された

もの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

  次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める個別

基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。 

ア 地震 

（ア） 当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(イ)  人的被害又は住家被害を生じたもの 

イ 津波 

（ア） 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

（イ）  人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

（ア） 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ） 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じ

たもの 

（ウ） 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

（ア） 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ） 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

（ア） 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

（イ） 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に取り上げられる等社会

的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

第３ 直接即報基準 

市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当するおそれが

ある場合を含む。）については、直接消防庁に報告するものとする。 

１ 火災等即報 



310 

 

(1) 交通機関の火災 

第２の１の（2）のアの（ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

第２の１の（2）のイ（ア）、（イ）に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア 第２の１の（2）のウの(ア)、(イ)に同じ。 

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は周辺

で、５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するもの 

(ア) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

(イ) ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、

道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

(4) 原子力災害等 

第２の１の（2）のエに同じ。 

(5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

(6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの（武力

攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

２  救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

(2) バスの転落等による救急・救助事故 

(3) ハイジャックによる救急・救助事故 

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

３ 武力攻撃災害即報 

第２の３の(1)、(2)に同じ。 

４ 災害即報 

(1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。） 

(2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 

 

第４ 記入要領 

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞれの報告

要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）の定めるところ

による。 

＜火災等即報＞ 

１  第１号様式（火災） 

(1) 火災種別 

「火災種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 消防活動状況 
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当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請及び消防

機関による応援活動の状況についても記入すること。 

(3) 救急・救助活動状況 

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入すること

（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。 

(4) 災害対策本部等の設置状況 

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部

等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入すること。 

ア  死者３人以上生じた火災 

(ア)  死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

a  建物等の用途、構造及び周囲の状況 

b  建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状況並びに

予防査察の経過 

(イ)  火災の状況 

a  発見及び通報の状況 

b  避難の状況 

イ 建物火災で個別基準のe、f又はgのいずれかに該当する火災 

(ア)  発見及び通報の状況 

(イ)  延焼拡大の理 

a  消防事情 

b  都市構成 

c  気象条件 

d  その他 

(ウ)  焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

(エ)  り災者の避難保護の状況 

(オ)  都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。） 

ウ 林野火災 

(ア)  火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

※ 必要に応じて図面を添付する。 

(イ)  林野の植生 

(ウ)  自衛隊の派遣要請、出動状況 

(エ)  空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

エ 交通機関の火災 

(ア)  車両、船舶、航空機等の概要 

(イ)  焼損状況、焼損程度２ 第２号様式（特定の事故） 
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１５－２ 災害報告取扱要領 

昭和４ ５年 ４月１ ０日  

消防防第２４６号消防庁長官 

 

改正 昭和５８年１２月   消防総第８３３号 

消防災第２７９号 

消防救第 ５８号 

昭和５９年１０月   消防災第２６７号 

平成 ６年１２月   消防災第２７８号 

平成 ８年 ４月   消防災第 ５９号 

平成１３年 ６月   消防災第１０１号 

消防情第 ９１号 

第１ 総則 

１ 趣旨 

この要領は、消防組織法（昭和22 年法律第226 号）第40 条の規定に基づき消防庁長官が求める報告のう

ち災害に関する報告についてその形式および方法を定めるものとする。 

なお、災害即報については、火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日付消防災第267号）の定めるところ

によるものとする。 

２ 災害の定義 

「災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、その他の異常な自然現象または大規模な事

故のうち火災（火災報告取扱要領（平成6年4月21日付消防災第100号）に定める火災をいう。）を除いたもの

とする。 

３ 被害状況等の報告 

市町村は、把握した被害状況等について必要な事項を都道府県に報告し、都道府県は、市町村からの報告

及び自らの情報収集等により把握した被害状況等を整理して、必要な事項を消防庁長官に報告するものとす

る。 

なお、各都道府県は、被害状況の把握にあたって当該都道府県の警察本部等と密接な連絡を保つものとす

る。 

４ 報告すべき災害 

この要領に基づき報告すべき災害は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 災害救助法の適用基準に合致するもの 

(2) 都道府県または市町村が災害対策本部を設置したもの 

(3) 災害が当初は軽微であっても、２都道府県以上にまたがるもので、一の都道府県における被害は軽微で

あっても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

(4) 災害による被害に対して、国の特別の財政援助を要するもの 

(5) 災害の状況およびそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告する必要があると認められるもの 

５ 報告の種類、期日等 

(1) 報告の種類、提出期限、様式及び提出部数は次の表のとおりとする。 

報告の種類 提出期限 様式 提出部数 

災害確定報告 応急対策を終了した後 20 日以内 第 1号様式 1 部 

災害中間年報 12 月 20 日 第 2号様式 1 部 

災害年報 4 月 30 日 第 3号様式 1 部 

(2) 災害中間年報は、毎年1月1日から12月10日までの災害による被害の状況について、12月10日現在で明ら

かになったものを報告するものとする。 

(3) 災害年報は、毎年1月1日から12月31日までの災害による被害の状況について、翌年4月1日現在で明らか
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になったものを報告するものとする。 

第２ 記入要領 

第１号様式、第２号様式および第３号様式の記入要領は、次に定めるところによるものとする。 

１ 人的被害 

(1) 「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの又は死体は確認できないが、死亡したこ

とが確実な者とする。 

(2) 「行方不明者」とは、当該災害が原因で行方不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。 

(3) 「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち１月以上

の治療を要する見込みのものとする。 

(4) 「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち１月未満

で治療できる見込みのものとする。 

２ 住家被害 

(1) 「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わな

い。 

(2) 「全壊」とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、

埋没したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らか

の変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。以下同じ。）

が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊若しくは流出

した部分の床面積がその住家の延べ床面積の７０％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素

（ここでいう「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部

として固定された設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家

の損害割合が５０％以上に達した程度のものとする。 

(3) 「半壊」とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚

だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延べ床面

積の２０％以上７０％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のものとする。 

(4) 「一部損壊」とは、全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のものとす

る。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

(5) 「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂竹木のたい

積により一時的に居住することができないものとする。 

(6) 「床下浸水」とは、床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

３ 非住家被害 

(1) 「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないものとする。これらの施設

に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

(2) 「公共建物」とは、例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供する建物とする。 

(3) 「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

(4) 非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみ記入するものとする。 

４ その他 

(1) 「田の流出、埋没」とは、田の耕土が流出し、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能となったものと

する。 

(2) 「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 



319 

 

(3) 「畑の流出、埋没」及び「畑の冠水」については、田の例に準じて取り扱うものとする。 

(4) 「文教施設」とは、小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校及び

幼稚園における教育の用に供する施設とする。 

(5) 「道路」とは、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路のうち、橋りょうを除いたも

のとする。 

(6) 「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

(7) 「河川」とは、河川法（昭和39年法律第167号）が適用され、若しくは準用される河川若しくはその他の

河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の施設若しくは沿岸を保全する

ために防護することを必要とする河岸とする。 

(8) 「港湾」とは、港湾法（昭和25年法律第218号）第2 条第5 項に規定する水域施設、外かく施設、けい留

施設、又は港湾の利用および管理上重要な臨港交通施設とする。 

(9) 「砂防」とは、砂防法（明治30年法律第29条）第1 条に規定する砂防施設、同法第3条の規定によって同

法が準用される砂防のための施設又は同法第3条の2の規定によって同法が準用される天然の河岸とする。 

(10)「清掃施設」とは、ごみ処理およびし尿処理施設とする。 

(11)「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

(12)「被害船舶」とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの及

び流出し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。 

(13)「電話」とは、災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

(14)「電気」とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。 

(15)「水道」とは、上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸数とす

る。 

(16)「ガス」とは、一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給停止と

なった時点における戸数とする。 

(17)「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

(18)「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊および床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できなくなっ

た生計を一にしている世帯とする。 

例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいるものについては、

これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱うものとす

る。 

(19)「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。 

５ 火災発生 

火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものであること。 

６ 被害金額 

(1) 「公共文教施設」とは公立の文教施設とする。 

(2) 「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年

法律第169号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設

及び共同利用施設とする。 

 (3) 「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）による国庫負

担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁

港とする。 

(4) 「その他の公共施設」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、
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例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設をとする。 

(5) 災害中間年報および災害年報の公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設およびその他の公共施

設については査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）はカッコ外書きするものとする。 

(6) 「公共施設被害市町村」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設およびその他の公共施

設の被害を受けた市町村とする。 

(7) 「農産被害」とは、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の被害と

する。 

(8) 「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。 

(9) 「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。 

(10)「水産被害」とは、農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁具、漁船等の被害とする。 

(11)「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。 

７ その他 

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類および概況、消防機関の活動状況その他につい

て簡潔に記入するものとする。 
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１５－３ 災害報告詳細系統図 

 

１ 人的被害、住家被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 道路施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 河川施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

香川県災害対策本部 

 

さぬき市警察署 
警 備 課 

（連絡班） 

情 報 班 

警察本部 

香川県災害対策本部 

 

警察本部 

警 備 課 

（連絡班） 

情 報 班 
・市道 

・一般国道（県管理）、県道 

・一般国道（国土交通省管理） 

・高速道路 

情報班 総務班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

・道路全般 

長尾土木事務所 

四国地方整備局 

香川河川国道事務所 

西日本高速道路㈱ 

四国支社 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

道 路 課 

情報班 総務班 調査班 

さぬき市警察署 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

長尾土木事務所 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

河川砂防課 

情報班 総務班 調査班 

・準用河川等 

・一級河川（県管理）、二級河川 
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４ 砂防施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 海岸施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 港湾施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

長尾土木事務所 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

河川砂防課 

情報班 総務班 調査班 

・市管理 

・県管理 

香川県災害対策本部 

 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

 

 

 

東讃土地改良事務所 

情報班 総務班 

・市管理 

・農林水産省所管の保全海岸 

（県管理） 
・国土交通省所管の保全海岸 

土地改良班 

長尾土木事務所 

調査班 

情 報 班 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

土地改良課 

農政課 

（連絡班） 

河川砂防課 

港 湾 課 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

長尾土木事務所 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

港 湾 課 

情報班 総務班 調査班 

・市管理 

・県管理 



327 

 

７ 都市施設（公園）被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 下水道施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 水道施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・香川用水 

・県の水道施設 

・市の水道施設 

・市管理 

・県管理 

情報班 総務班 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

長尾土木事務所 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

下水道課 

情報班 総務班 下水道班 

・市管理 

・県管理 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

土木管理課 

技術企画課 

（連絡班） 

情報班 総務班 

長尾土木事務所 都市計画課 

調査班 

香川県災害対策本部 

 さぬき市災害対策本部 

 

 

 

 

 

 

情報班 総務班 

水道局 

建設管理課 

情 報 班 

土地改良班 

独立行政法人水資源機構 

香川用水総合事業所 

県営水道事務所（浄水場） 

政 策 課 

（連絡班） 

水道局総務課 

（連絡班） 

水資源対策課 水道班 
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１０ 農産物等被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ ため池、農地、農業用施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 治山・林道・林業施設、林産物被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 漁港・漁業施設、水産物被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

東讃農業改良普及センター 

農 政 課 

（連絡班） 

農業経営課 

情報班 総務班 農林水産班 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

東讃土地改良事務所 

農 政 課 

（連絡班） 

土地改良課 

情報班 総務班 土地改良班 

香川県災害対策本部 

 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

東部林業事務所 

農 政 課 

（連絡班） 

みどり整備課 

情報班 総務班 農林水産班 
情 報 班 

環境政策課 

（連絡班） 

香川県災害対策本部 

 

情 報 班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

農 政 課 

（連絡班） 

情報班 総務班 農林水産班 水 産 課 
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１４ ライフライン等被害 

  ・状況に応じて、総務班から情報収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 公共交通機関等被害 

  ・状況に応じて、総務班から情報収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＮＴＴ西日本香川支店 

四国電力㈱高松支店 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

情報班 総務班 

さぬき市災害対策本部 

 

 

 

情報班 総務班 

高松空港事務所 

四国旅客鉄道㈱ 

高松琴平電気鉄道㈱ 

バス、トラック、フェリー等 
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１５－４ 災害救助法による災害救助基準 

 

救助の種類 対   象 費 用 の 限 度 額 期  間 備    考 

避難所の設置 災害により現に被害を受け、又
は受けるおそれのある者を収容す
る。 

（基本額） 
避難所設置費 
１人１日当たり 

320円以内 
 
高齢者等の要援護者等を収容

する「福祉避難所」を設置した
場合、当該地域における通常の
実費を支出でき、上記を越える

額を加算できる。 

災害発生の
日から７日
以内 

1 費用は、避難所の設置、維
持及び管理のための賃金職
員等雇上費、消耗器材費、

建物等の使用謝金、借上費
又は購入費、光熱水費並び
に仮設便所等の設置費を含

む。 
2 避難に当たっての輸送費は
別途計上 

3 避難所での生活が長期にわ
たる場合等においては、避
難所に避難している者への

健康上の配慮等により、ホ
テル・旅館など宿泊施設を
借上げて実施することが可

能 
応急仮設住宅の

供与 
住家が全壊、全焼又は流失し、

居住する住家がない者であって、
自らの資力では住家を得ることが
できない者 

○建設型仮設住宅 

１ 規模 
応急救助の趣旨を踏まえ、実
施主体が地域の実情、世帯構

成等に応じて設定 
２ 基本額 １戸当たり 

5,516,000 円以内 

３ 建設型仮設住宅の供与終了
に伴う解体撤去及び土地の原
状回復のために支出する費用

は、当該地域における実費 

災害発生の

日から２０
日以内着工 

1 費用は設置にかかる原材料

費、労務費、付帯設備工事
費、輸送費及び建築事務費
等の一切の経費として、

5,516,000 円以内とする。 
2 同一敷地内等に概ね50戸以
上設置した場合は、集会等

に利用するための施設を設
置できる。（50戸未満であ
っても小規模な施設を設置

できる） 
3 高齢者等の要援護者等数人
以上に供与する「福祉仮設

住宅」を設置できる。 
4 供与期間は2 年以内 

○借上型仮設住宅 

1 規模 
建設型仮設住宅に準じる 

2 基本額 

地域の実情に応じた額 

災害発生の

日から速や
かに借上
げ、提供 

1 費用は、家賃、共益費、敷

金、礼金、仲介手数料、火
災保険等、民間賃貸住宅の
貸主、仲介業者との契約に

不可欠なものとして、地域
の実情に応じた額とする。 

2 供与期間は建設型仮設 

住宅と同様。 

炊き出しその他

による食品の給
与 

1 避難所に避難している者 

2 住家に被害を受け、若しくは災
害により現に炊事のできない者 

１日１人当たり 

1,130 円以内 
災害発生の

日から７日
以内 

食品給与のための総経費を

延給食日数で除した金額が限
度額以内であればよい。 
（１食は 1/3 日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得ることができな
い者（飲料水及び炊事のための水
であること） 

当該地域における通常の実費 災害発生の
日から７日
以内 

 輸送費、人件費は別途計上 

被服、寝具その他
生活必需品の給

与又は貸与 

住宅の全半壊（焼）、流失、、
床上浸水、全島避難等により、生

活上必要な被服、寝具、その他生
活必需品を喪失又は損傷等により
使用することができず、直ちに日

常生活を営むことが困難な者 

1 夏季（４月～９月）、冬季（10 
月～３月）の季別は災害発生

の日をもって決定する。 
2 下記金額の範囲内 

災害発生の
日から１０

日以内 

1 備蓄物資の価格は年度当初
の評価額 

2 現物給付に限ること 

区  分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上
１人増す
ご と に 
加 算 

全 壊 
全 焼 

流 失 

夏 18,400 23,700 34,900 41,800 52,900 7,800 

冬 30,400 39,500 54,900 64,200 80,800 11,100 

半 壊 
半 焼 

床上浸水 

夏 6,000 8,100 12,100 14,700 18,600 2,600 

冬 9,800 12,700 18,000 21,400 27,000 3,500 

医  療 医療の途を失った者 
（応急的処置） 

1 救護班…使用した薬剤、治療
材料、医療器具破損等の実費 

2 病院又は診療所…国民健康保
険診療報酬の額以内 

3 施術者…協定料金の額以内 

災害発生の
日から１４

日以内 

患者等の移送費は、別途計上 
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救助の種類 対   象 費 用 の 限 度 額 期  間 備    考 

助  産 災害発生の日以前又は以後７日

以内に分べんした者であって災害
のため助産の途を失った者（出産
のみならず、死産及び流産を含み

現に助産を要する状態にある者） 

1 救護班等による場合は、使用

した衛生材料等の実費 
2 助産師による場合は、慣行料
金の100分の80以内の額 

分べんした

日から７日
以内 

妊婦等の移送費は、別途計上 

被災者の救出 1 現に生命、身体が危険な状態に

ある者 
2 生死不明な状態にある者 

当該地域における通常の実費 災害発生の

日から３日
以内 

1 期間内に生死から明らかに

ならない場合は、以後「死
体の捜索」として取り扱う。 

2 輸送費、人件費は、別途計

上 

被災した住宅の
応急修理 

1 住家が半壊（焼）し、自らの資
力により応急修理をすることが

できない者 
2 大規模な補修を行わなければ居
住することが困難である程度に

住家が半壊（焼）した者 

居室、炊事場及び便所等日常
生活に必要最小限の部分１世帯

当り 
574,000円以内 

災害発生の
日から１ヶ

月以内 

 

学用品の給与 住家の全壊（焼）、流失、半壊

（焼）又は床上浸水による喪失若
しくは損傷等により学用品を使用
することができず、就学上支障の

ある小学校児童（ ※2）、中学校
生徒（※3）及び高等学校等生徒（※
4） 

1 教科書及び教科書以外の教材

で教育委員会に届出又はその
承認を受けて使用している教
材、又は正規の授業で使用し

ている教材実費 
2 文房具及び通学用品は、１人
当り次の金額以内 

小 学 校 児 童 4,400円 

中 学 校 生 徒 4,700円 

高等学校等生徒 5,100円 

災害発生の

日から（教科
書）１ヶ月以
内 

 
（文房具及
び通学用品）

１５日以内 

1 備蓄物資は評価額 

2 入進学時の場合は個々の実
績に応じて支給する。 

埋  葬 災害の際死亡した者を対象にし
て実際に埋葬を実施する者に支給 

１体当り 
大人（12歳以上） 

210,200円以内 

小人（12歳未満） 
168,100円以内 

災害発生の
日から１０
日以内 

災害発生の日以前に死亡し
た者であっても対象となる。 

死体の捜索 行方不明の状態にあり、かつ、
各般の事情によりすでに死亡して
いると推定される者 

当該地域における通常の実績 災害発生の
日から１０
日以内 

1 輸送費、人件費は別途計上 
2 災害発生後３日を経過した
ものは一応死亡した者と推

定している。 

死体の処理 災害の際死亡した者について、
死体に関する処理（埋葬を除く。）

をする。 

（洗浄、消毒等） 
１体当り3,400円以内 

 
既存建物借上費 
通常の実費 

既存建物以外 
１体当り 

5,300円以内 

 
救護班以外は慣行料金 

災害発生の
日から１０ 

日以内 

1 検案は原則として救護班 
2 輸送費、人件費は、別途計

上 
3 死体の一時保存にドライア
イスの購入費等が必要な場

合は当該地域における通常
の実費を加算できる。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関等に障害物
が運びこまれているため生活に支
障をきたしている場合で自力では

除去することができない者 

市町内において障害物の除去
を行った１世帯当たりの平均 

135,100 円以内 

災害発生の
日から１０
日以内 

 

輸送費及び賃金
職員等雇上費 

1 被災者の避難に係る支援 
2 医療及び助産 

3 被災者の救出 
4 飲料水の供給 
5 死体の捜索 

6 死体の処理 
7 救済用物資の整理配分 

当該地域における通常の実費 救助の実施
が認められ

る期間以内 

 

種類 範   囲 費 用 の 限 度 額 期  間 備    考 

実 費 弁 償 災害救助法施行令第４条第１号

から第４号までに規定する者 

１人１日当り 

医師、歯科医師 
22,200円以内 

薬剤師、診療放射線技師、 

臨床検査技師、臨床工学技 

士及び歯科衛生士 
15,500円以内 

保健師、助産師、看護師、准 

看護師 
15,700円以内 

救助の実施

が認められ
る期間以内 

１ 時間外勤務手当は、日

当の額を基礎とし、県の
常勤職員との均衡を考慮
して算定した額以内。 

２ 旅費は、日当の額を基
礎とし、職員等の旅費に
関する条例（昭和27年香

川県条例第32号）の規定
により定められた額の範
囲内において、県の常勤

一
時
保
存 

検
案 
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救命救急士 

15,500円以内 

土木技術、建築技術者 
16,500円以内 

大工  20,800円以内 

左官  21,600円以内 
とび職 21,400円以内 

職員との均衡を考慮して
算定した額以内。 

※1 この基準によって救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、内閣総理大臣に協議し、そ

の同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

※2 義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。 

※3 義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部生徒を含む。 

※4 高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び

通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒 
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１５－５ 被災者生活再建支援制度の概要 

 

１ 対象となる自然災害 

対象災害は、自然災害によるもので、下記に該当する災害 

① 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生した市町村 

② １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村 

③ １００世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県 

④ ①又は②の市町村を含む都道府県で、 

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る） 

⑤ ①～③の区域に隣接し、 

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る） 

⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、 

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る） 

２世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口５万人未満に限る） 

※④～⑥の人口要件については、合併前の旧市町村単位でも適用可などの特例措置あり（合併し

た年と続く５年間の特例措置） 

 

２ 対象世帯 

上記１の対象となる自然災害により 

① 住宅が「全壊」した世帯 

② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯 

④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯） 

 

３ 支援金の支給額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住家の被害程度 
全壊 

（２①に該当） 

半壊→解体 

（２②に該当） 

長期避難 

（２③に該当） 

大規模半壊 

（２④に該当） 

支
給
額 

複数世帯 100万円 100万円 100万円 50万円 

単身世帯 75万円 75万円 75万円 37.5万円 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 
賃貸 

（公営以外） 

支
給
額 

複数世帯 200万円 100万円 50万円 

単身世帯 150万円 75万円 37.5万円 

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で200（又

は100）万円 
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４ 支援金の支給申請 

① 申請窓口 

市町 

② 申請時の添付書類 

ア 基礎支援金 

・り災証明書 

・住民票 等 

イ 加算支援金 

・契約書（住宅の購入、賃借等） 等 

③ 申請期間 

ア 基礎支援金 

災害発生日から１３月以内 

イ 加算支援金 

災害発生日から３７月以内 

 

５ 支援金支給の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住
民
（
被
災
者
） 

市 
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県 

被
災
者
生
活
再
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支
援
法
人 
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人
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会
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支給申請 

支援金支給 
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１５－６ 応急仮設住宅の供給に関する基本方針（香川県） 

 

第１章 基本的な考え方 

 

第１節 応急仮設住宅による対応 

（１）応急仮設住宅の趣旨 

応急仮設住宅とは、避難所等にいる被災者に早急に入居してもらい、一時的な居住の安定を図

るとともに、安定した居住が確保される恒久住宅への転出を早期に実現させて、その役割を終え

るべき住宅である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）応急仮設住宅の供与対象者 

○住家が全焼、全壊又は流出した者であること 

○居住する住家がない者であること 

○自らの資力をもってしては、住家を確保することもできない者であること 

（３）応急仮設住宅の供与方法 

応急仮設住宅の供給方法には、災害発生後に緊急に建設して供与する「応急仮設住宅の建設」

と、民間の賃貸住宅を借り上げて供与する「民間賃貸住宅の借上げ」、さらには、地方自治法に

基づき公営住宅を一時使用させる「公営住宅の使用許可」がある。 

【応急仮設住宅の建設】 

○公共用地又は民地において、新たに仮設住宅を建設し、被災者に提供するもの。 

○応急仮設住宅の規模は、１戸当たり床面積２９．７㎡（９坪）を標準とする。 

○応急仮設住宅の費用は、１戸当たり２，４０１，０００円以内とする。（平成２５年度基準） 

○応急仮設住宅は、災害発生の日から２０日以内に着工しなければならないが、大規模災害等で

現実問題として２０日以内に着工できない場合、事前に内閣総理大臣へ協議して必要最小限度
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の期間を延長することが認められている。 

【民間賃貸住宅の借上げ】 

○既存の民間賃貸住宅を借り上げて活用することから、比較的短期間で提供できる。 

【公営住宅の使用許可】 

○地方自治法に基づき、公営住宅を目的外使用許可する。 

※応急仮設住宅の建設は、用地や資材の確保が必要で、時間を要することから、被災者が民間

賃貸住宅の借上げや公営住宅の使用許可を希望する場合には、可能な限り、これらを優先す

ることになる。 

※なお、建設を中心とすべきと考えられるケースとしては、次のものが考えられる。 

・一次産業従事者や高齢者等、産業復興の迅速化や地域との結びつきの維持の必要性から被

災地を離れることが難しい住民の多い地域。 

・借上げが可能な民間賃貸住宅の戸数が少ない地域。 

（４）供与主体、期間、管理 

○原則、供与主体は県で、市町に委任することができる。（災害救助法第１３条第１項） 

※県と市町間の事務委任・費用支弁手続き等については災害救助法に拠る。 

○供与期間は最長２年間とされるが、この期間は著しく激甚な非常災害を対象とする「特定非常

災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特例措置に関する法律第７条」を適用し、特定

行政庁の許可を受けることで、さらに１年ごとに延長できる。 

○応急仮設住宅の入居者の選定、修繕等の管理は、市町長が行う。ただし特別な事情がある場合

には、当該市町長の協力を得て、知事自ら実施する場合もある。 

 

第２節 その他の対応 

◆応急修理 

○自宅が半壊又は半焼し、日常生活を営むことができない被災者のうち、自らの資力で

は住家の修理ができない場合に、修理の費用の一部を県が負担して、自宅を修理する

ことができる。 

（県が負担する費用の上限は、１世帯当たり５２万円（平成２５年度基準）） 

○応急修理を受けるためには、応急仮設住宅を利用しないことが条件とされている。 

○修理戸数は市町ごとの半壊及び半焼世帯数の３割以内とされている。 

○応急修理により住宅確保が可能な場合には、被災者の希望を聞いたうえで、修理を優

先する。 

 

第２章 供給計画 

 

第１節 供給可能戸数 

○応急仮設住宅の建設については、協定を締結している次の団体からの意見等を基に供給可能戸

数を想定する。 

(一社)プレハブ建築協会（以下「プレ協」という。） 

(一社)香川県建設業協会（以下「建設業協会」という。） 

(一社)全国木造建設事業協会（以下「全木協」という。） 

○プレ協の供給可能戸数は、四国ブロック全体での供給可能限度戸数の１/４程度を本県の戸数と
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想定する。 

○民間賃貸住宅については、(公社)香川県宅地建物取引業協会の意見を踏まえて推計した現時点

での数値である。 

○公営住宅は、阪神・淡路大震災や東日本大震災における実績をもとに推計している。 

○阪神・淡路大震災や東日本大震災規模の災害においては、災害発生後最長で概ね６ヶ月以内に

建設することが一つの目安とされており、仮設住宅供与の要請を受けてから６ヶ月以内に供給

できる最大の想定供給可能戸数は下表のとおりである。（インフラ等の被害による制約がない

ものとして推計） 

  【供給可能戸数】 

 団体等 1 ヶ月以内 2 ヶ月以内累積 3 ヶ月以内累積 6 ヶ月以内累積 

建 
 

設 

プレ協 
（2,500戸/4県） 

600 戸 

（8,000戸/4県） 

2,000 戸 

（20,000戸/4県） 

5,000 戸 

（45,000戸/4県） 

10,000 戸 

建設業協会 0 戸 200 戸 400 戸 1,000 戸 

全木協 0 戸 500 戸 1,000 戸 2,500 戸 

小計 600 戸 2,700 戸 6,400 戸 13,500 戸 

民間賃貸 500 戸 1,000 戸 1,500 戸 1,500 戸 

公営住宅 150 戸 200 戸 300 戸 300 戸 

合 計 1,250 戸 3,900 戸 8,200 戸 15,300 戸 

※これら以外に県内建設業者に広く公募する方式もある。 

※東日本大震災の実績では、応急仮設住宅の建設によるものより、民間賃貸住宅の借上げや公営住宅の使

用許可によるものの方が多かった。 

【供給の基本的な考え方】 

○災害発生後早い段階で供与できるのは、公営住宅と民間賃貸住宅である。 

○したがって、まずは、公営住宅の空室の活用が可能な場合には、それを優先する。 

○また、被災者が民間賃貸住宅を希望し、借上げが可能な場合には、それを優先する。 

○ただし、借上げの住宅は、被災地に近接した地域で供与することが困難な場合があり、応急仮

設住宅の建設についても、早期の段階で検討を進めることとする。 

【時系列での考え方】 

○応急仮設住宅の建設のうち、「プレ協」は、一定戸数までは解体処分負担のないリース物件で

の対応が可能であり、初動が早く、工期も短いことから、最も早い場合には１ヶ月以内での供

給が可能と想定される。 

○したがって、1,250戸までは、「プレ協」のリース物件と、民間賃貸住宅の借上げと公営住宅の

使用許可で、１ヶ月以内に供給可能と想定されるが、被災地域の状況等により、「建設業協会」

「全木協」への要請も検討する。 

○3,900戸までは、民間賃貸と公営住宅、さらには、「プレ協」のリース物件、「建設業協会」と

「全木協」による木造仮設住宅で、災害発生後２ヶ月以内に供給可能と想定される。 

○15,000戸を超える供給には、６ヶ月以上を要するので、他県の民間賃貸住宅の活用について、
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協力要請の検討が必要となる。 

○また、協定を締結した団体による供給だけでは不足する場合には、公募方式で県内建設業者に

発注することも想定される。 

 

第２節 被害想定に基づく必要戸数の推計 

○応急仮設住宅を供給すべき必要戸数を推計するに当たって、本県では、平成26年３月に発表した

「香川県地震・津波被害想定(第四次公表)」をもとに検討する。 

○また、推計方法としては、国から示された「応急仮設住宅建設必携」（中間とりまとめ）の住家

被害に基づく方法により行うこととし、同必携によると、過去の大地震における応急仮設住宅供

給戸数の実績は、次表のとおりである。 

 

住家被害と応急仮設住宅供給戸数の状況 

（応急仮設住宅建設必携中間とりまとめ 国土交通省住宅局作成）より抜粋（平成24年4月19日時点） 

  阪神・淡路大震災 新潟県中越地震 東日本大震災 

（H7.1.17） （H16.10.23） （H23.3.11） 福島県以外（※６） 

住
家
被
害 

全壊 104,906棟（※１） 3,175棟（※２） 129,479戸（※３） 108,925戸（※３） 

半壊 144,274棟（※１） 13,810棟（※２） 256,077戸（※３） 189,126戸（※３） 

①合計 249,180棟 16,985棟 385,556戸 298,051戸 

応
急
仮
設
住
宅 

応急仮設住宅 

（建設分） 
48,300戸 3,460戸 53,516戸 36,394戸（※４） 

応急仮設住宅 

（みなし仮設住宅） 
139戸 174戸 68,334戸 42,869戸（※５） 

②合計 

（建設＋みなし） 
48,439戸 3,634戸 121,850戸 79,263戸 

住家被害に対する応急仮設 

住宅供給の割合 （②÷①） 
19.4% 21.4% 31.6% 26.6% 

 （※１）阪神・淡路大震災について（確定版）消防庁（H18.5.19) 

 （※２）平成16年(2004年)新潟県中越地震（確定版）消防庁（H21.10.21) 

 （※３）警察庁発表（H24.4.18現在） 

 （※４）平成24年4月2日時点の必要戸数 

 （※５）平成24年4月17日時点 

 （※６）福島県では、福島第一原子力発電所事故に伴う警戒区域、計画的避難区域等からの避難者のための 

     応急仮設住宅も供給されていることを勘案し、福島県分を除いて算定。 

 

○阪神・淡路大震災、新潟県中越地震では、全・半壊戸数の２割程度が供給されていることから、

本県の応急仮設住宅の必要戸数は全・半壊戸数の２割と想定する。 

※災害救助法では「災害時に住家が全壊・全焼・流出し、居住するため住家が無い者等で、自ら

の資力では住家を得る事ができない者」に供与される住宅と原則されるが、東日本大震災規模

の大規模災害の場合を想定し、半壊等でも希望者には応急仮設に入居できる弾力運用が図られ

ることを前提としている。 

（東日本大震災に係る災害救助法の弾力運用について（その５） 平成２３年４月４日厚生労働省

社会・援護局総務課長通知） 

○「香川県地震・津波被害想定(第四次公表)」によれば、南海トラフの発生頻度の高い地震におい

て、香川県全体で約15,000棟の住宅が全・半壊すると想定されている。 

○これに対して、供給すべき応急仮設住宅の必要戸数は、15,000×20％≒3,000戸と推計され、前述
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の供給可能戸数の計画によると、２ヶ月程度で供給可能と見込まれる。 

 

香川県地震津波被害想定（平成２６年３月３１日：第四次公表）に基づく応急仮設住宅の必要戸数の推計 

 住宅棟数 全壊・半壊棟数 
応急仮設住宅 

必要戸数 

高松市 109,070 4,470 894 

丸亀市 35,772 412 82 

坂出市 18,133 1,367 273 

善通寺市 12,527 48 10 

観音寺市 25,083 756 151 

さぬき市 20,186 2,701 540 

東かがわ市 14,224 2,490 498 

三豊市 36,548 982 196 

土庄町 7,294 350 70 

小豆島町 8,041 525 105 

三木町 11,087 462 92 

直島町 1,127 66 13 

宇多津町 3,599 83 17 

綾川町 11,166 40 8 

琴平町 4,431 10 2 

多度津町 9,900 214 43 

まんのう町 9,129 18 4 

香川県計 337,317 14,994 2,998 
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１５－７ 応急仮設住宅建設候補地 

（市管理地） 

候補地名称 所在地 
敷地面積 

（㎡） 

想定戸数 

（戸） 
備 考 

津田総合公園 野球場 津田町津田 2020 番地 2,311 23 
 

みろく自然公園 野球場 大川町富田中 3286 番地 1,643 16 
 

みろく自然公園 球技場 大川町富田中 3286 番地 1,152 11 
 

志度総合運動公園 鴨庄 4305 番地 1 1,864 18 
 

志度幼稚園 志度 3726 番地 1 446 4 
 

長尾総合公園 野球場 長尾東 2450 番地 2,351 23 
 

長尾総合公園 多目的広場 長尾東 2450 番地 1,033 10 
 

合  計 10,800 105 
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１５－８ 広域応援に係る部隊活動拠点候補地一覧 

 

平成 29 年 4月 1日現在 

№ 拠点名称 所在地 管理者 対象 

1 志度総合運動公園野球場 さぬき市鴨庄 香川県造園協同組合 警察 

 2 長尾総合公園野球場 さぬき市長尾東 香川県造園協同組合 警察・消防・自衛隊 

 3 津田総合公園野球場 さぬき市津田町津田 香川県造園協同組合 警察 

 4 みろく自然公園みろく野球場 さぬき市大川町富田中 さぬき市 警察・消防 

 5 みろく自然公園みろく球技場 さぬき市大川町富田中 さぬき市 警察・消防 

 6 野間田運動広場 さぬき市造田野間田 さぬき市教育委員会 警察・自衛隊 

 7 石田運動広場 さぬき市寒川町石田東 さぬき市教育委員会 警察 

 8 神前運動広場 さぬき市寒川町神前 さぬき市教育委員会 警察 

 9 伊勢運動広場 さぬき市寒川町石田西 さぬき市教育委員会 警察 

10 下所運動広場 さぬき市造田是弘 さぬき市教育委員会 警察 
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１５－９ 自主防災組織の現状 

 

平成 29 年 1月 1日現在 

 自治会数 自主防災組織数 世帯数 
自主防災組織 

カバー世帯数 

カバー率 

（％） 

 さぬき市 371 260 20,861 17,723 84.96 

  津 田 38 31 2,863 2,511 87.71 

  津田 19 15 1,844 1,578 85.57 

  北山 5 5 114 114 100.00 

  鶴羽 14 11 905 819 90.50 

  大 川 53 35 2,355 1,870 79.41 

  富田 27 20 1,512 1,288 85.19 

  松尾 26 15 843 582 69.04 

  志 度 98 78 8,547 7,824 91.54 

  志度 30 23 5,304 4,581 86.37 

  末 3 3 143 143 100.00 

  鴨庄 22 19 1,688 1,688 100.00 

  小田 15 10 504 504 100.00 

  鴨部 28 23 908 908 100.00 

  寒 川 51 39 2,088 1,741 83.38 

  石田 32 26 1,432 1,197 83.59 

  神前 19 13 656 544 82.93 

  長 尾 131 77 5,008 3,777 75.42 

  長尾 77 41 3,006 2,042 67.93 

  造田 36 30 1,651 1,447 87.64 

  前山 6 2 145 82 56.55 

  多和 12 4 206 206 100.00 
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１５－１０ さぬき市業務継続計画（地震・津波編） 

 

第１章 計画策定の目的と方針 

 

１ 計画の必要性 

  大規模な地震や津波が発生したとき、市は、災害応急対策活動及び災害からの復旧・復興活動の

主体として重要な役割を担うことになる一方、災害時であっても継続して行わなければならない通

常業務を有している。これらの災害対応業務や市民生活に必要な通常業務が迅速かつ的確に行われ

ない場合、震災による被害が拡大するとともに、市民の生活に支障が生じるおそれがある。 

  また、東日本大震災では、業務の継続に支障が生じる庁舎の被災や停電等の事例等も見受けられ、

南海トラフを震源とする巨大地震が発生した際には行政自体も被災し、ヒト、モノ、情報、ライフ

ライン等利用できる資源に大きな制限を受けるおそれが高い。 

  このように、業務遂行能力が低下した状況下においても、行政として必要な業務資源を確保し、

災害応急・復旧業務を実施しつつ、発災時においても中断することのできない通常業務については、

一定水準を確保する必要がある。 

 

２ 計画策定の目的及び業務継続方針 

  本計画は、前述の認識を踏まえ、市民の生命・身体・財産を守るために行政機能の継続又は早期

回復を図ること、そのための業務継続体制の整備を図ることを目的として策定するものである。ま

た、発災時には、非常時優先業務の実施に職員その他の必要資源を集中的に投入することにより、

これらの業務を優先的に執行するために策定するものである。 

 

本計画による業務継続方針は下記のとおりとする。 

   ① 非常時優先業務を優先的に実施する。 

   ② 非常時優先業務に必要な人員、資源の確保、配分は全庁的に調整を行う。 

 

３ 計画の位置付け 

災害時の具体的対応については、さぬき市地域防災計画や各種災害対応マニュアル等に基づいて、
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実施することとしているが、本計画は、ヒト、モノ、情報、ライフライン等利用できる資源に制限

が生じた状況下で、非常時優先業務の継続を確保するためのものである。 

なお、本計画と地域防災計画との相違点については次のとおりとなっている。 

 地域防災計画 業務継続計画 

計画の趣旨 地方公共団体が、発災時又は事前に実

施すべき災害対策に係る実施事項や

役割分担等を規定するための計画で

ある。 

発災時の限られた必要資源を基に、非

常時優先業務を目標とする時間・時期

までに実施できるようにするための

計画である（実効性の確保）。 

行政の被災 行政の被災は、特に想定する必要がな

い。 

庁舎、職員、電力、情報システム、通

信等の必要資源の被災を評価し、利用

できる必要資源を前提に計画を策定

する。 

対象業務 災害対策に係る業務（予防業務、応急

業務、復旧・復興業務）を対象とする。 

非常時優先業務を対象とする（応急業

務だけでなく、優先度の高い通常業務

も含まれる）。 

業務開始目標時

間 

一部の地方公共団体では、目標時間を

記載している場合もあるが、必要事項

ではない。 

非常時優先業務ごとに業務開始目標

時間を定める必要がある（必要資源を

確保し、目標とする時間までに非常時

優先業務を開始・再開する）。 

業務に従事する

職員の飲料水・

食料の確保 

業務に従事する職員の飲料水・食料、

トイレ等の確保に係る記載は、必要事

項ではない。 

業務に従事する職員の飲料水・食料、

トイレ等の確保について検討の上、記

載する。 

出典：「地震発生時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」（内閣府 平成 22 年） 

 

※非常時優先業務とは、災害時に優先的に実施する業務で、応急対策業務と通常継続業務とがある。

（後述） 

 

第２章 業務継続体制の検討 

 

１ 計画の対象及び実施体制 

（１）対象組織 

本計画は、次の組織が所管する業務及び当該組織に所属する職員を対象とする。 

① 総務部 

② 市民部 

③ 健康福祉部 

④ 建設経済部 

⑤ 上下水道部 

⑥ 会計課 

   ⑦ 教育委員会事務局 

   ⑧ 選挙管理委員会事務局 

   ⑨ 監査委員事務局 

   ⑩ 農業委員会事務局 
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   ⑪ 固定資産評価審査委員会事務局 

   ⑫ 議会事務局 

（２）非常時の業務継続体制 

市内で震度６弱以上の揺れを観測したとき又は香川県に大津波警報若しくは津波警報が発表され

たときは、「さぬき市地域防災計画【地震・津波対策編】」に基づき、下記のとおりの体制をとるこ

ととなっている。 

① 災害対策本部の設置 

地震発生とともに災害対策本部を自動設置し、全庁体制で対応する。 

   災害対策本部の設置場所、組織編制、通知等の事項については「さぬき市地域防災計画【地

震・津波対策編】」第３章第１節に規定しているとおりとする。 

② 職員の動員体制 

ア 第３次配備とし、全所属の全職員が対応に当たる。 

イ 勤務時間内に地震が発生した場合は、危機管理室長が館内放送により（本庁以外の庁舎や

館内放送が使用できない場合は、電話や防災行政無線により主管課等を通じて）、地震発生を

伝達するので、所属長は、職員を非常時優先業務に従事させる。 

来庁者がいる場合は、身を守る安全行動を指示し、来庁者の安全確保を行う。 

     なお、職員は必ずしも家族の保護や安否確認のため帰宅できるとは限らないことから、日

頃から避難方法や災害用伝言ダイヤルの活用方法の確認等、家族との十分な話し合いをして

おくものとする。 

   ウ 勤務時間外に地震が発生した場合は、各職員は、テレビ、ラジオ等の報道で市内の震度等の

情報を確認し、原則として、各自の勤務場所に自主登庁する。 

大規模災害時には、通信回線の障害等により電話が不通となる可能性があり、また、使用

可能であっても、通信が制限され、電話も通じにくくなることから、市職員の安否確認は、

所属からは基本的に行わない。職員は本計画等に基づき、自主的に登庁することを基本とし、

何らかの理由で登庁できない場合は、通信手段が回復してから、職員側から連絡することと

する。 

     また、道路の破損や液状化等により勤務場所までの参集が困難な場合は、最寄りの支所ま

で参集し、所属長等の指示に従うものとする。 

なお、登庁途中で建物、道路、橋などの被害状況を把握した場合は、登庁後、速やかに災

害対策本部に報告する。 

   エ 職員は、勤務場所にも最寄りの支所にも参集することが困難な場合は、所属からの連絡が

取れるよう留意し、自宅周辺の状況把握や、救出・救助活動、避難者支援に携わるなど、地

域活動に積極的に参画するものとする。 

 

２ 想定地震 

本計画で想定する地震は、香川県地震・津波被害想定調査における南海トラフを震源とする地震

のうち、千年に一度あるいはそれよりもっと低い頻度で発生するが、発生すれば、甚大な被害をも

たらす「最大クラス」の地震・津波とする。 

香川県が調査し、公表している「香川県地震・津波被害想定調査」による、市内の被害想定は次

のとおりとなっている。 
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 【市内の南海トラフを震源とする地震（最大クラス）の被害想定】 

項  目 概  要 

条 

件 

震源域 南海トラフ 

マグニチュード 
（強震断層域） Ｍｗ9.0（※） 

（津波断層域） Ｍｗ9.1（※） 

現
象
の
予
測 

震度分布 5強～6強 

液状化 市内の平野部の危険度が高い 

津波 
（最高津波水位） 3.8ｍ 

（浸水面積） 528ha 

建
物
被
害 

全
壊 

揺れによる被害 1,000棟 

液状化による被害 290棟 

津波による被害 470棟 

急傾斜地崩壊による被害 20棟 

地震火災による被害 240棟 

人
的
被
害 

死
者
数 

建物倒壊 60人 

津波 1,100人 

急傾斜地崩壊 微少 

火災 微少 

負
傷
者
数 

建物倒壊 820人 

津波 340人 

急傾斜地崩壊 微少 

火災 微少 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害 

上水道 （断水人口） 39,000人（77％） 

下水道 （支障人口） 14,000人（47％） 

電力 （停電軒数） 30,000軒（99％） 

通信 （不通回線数） 14,000回線（80％） 

交
通
施
設
被
害 

道路（緊急輸送道路）被害 被害箇所50箇所 

鉄道被害 被害箇所40箇所 

港湾（防災機能強化港）被害 微少 

生
活
へ
の
影
響 

避難者 

避難所避難者    7,200人 

避難所外避難者 4,800人 

災
害
廃
棄
物 

災害廃棄物（災害廃棄物量）  102,000トン 

津波堆積物（津波堆積物量）  182,000トン～291,000トン 

そ

の

他 

エレベーターの停止 停止数40棟 

危険物 

火災 微少 

流出 微少 

破損等 微少 

  注）建物被害は冬の18時，人的被害は冬の深夜の時間帯の被害 

  ※Mw：モーメントマグニチュード 
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３ 非常時優先業務 

（１）非常時優先業務の選定 

非常時優先業務とは、大規模災害時においても優先的に実施する業務のことで、「応急対策業務」

と「通常継続業務」の２種類ある。 

非常時優先業務については、発災後の資源が著しく不足して混乱する期間及び業務実施環境が概

ね整って通常業務への移行が軌道に乗ると考えられる期間に市役所として取り組むべき業務を選定

する。 

「応急対策業務」は、地震で発生した被害に対して、早急に実施する必要がある業務を、「通常継

続業務」は、社会機能を維持するために必要な業務や中断した場合に市民生活に多大な影響を与え

るような業務を通常業務の中から、それぞれ各部局において選定し、業務開始目標時間を設定する

ことにより、優先順位付けを行うものとする。 

（２）業務開始目標時間の設定 

業務開始目標時間とは、非常時優先業務の開始を目標とする時期であり、地域社会への影響がよ

り重大化するまでに非常時優先業務を開始することが求められる。 

非常時優先業務の実施に当たっては、業務開始目標時間を共有して、迅速な意思決定を行う必要

があることから、業務開始目標時間は、「１時間以内、３時間以内、１２時間以内、１日以内、３日

以内、１週間以内、２週間以内、１か月以内」と細分化して設定する。 

各部局の「応急対策業務」及び「通常継続業務」の業務開始目標時間は、別紙「非常時優先業務

一覧」のとおりである。 

 

４ 必要資源に関する現状と対応 

（１） 職員 

香川県地震・津波被害想定調査や職員の通勤距離より算定した勤務時間内及び夜間・休日等の勤

務時間外に地震・津波が発生した場合の経過時間毎における参集可能職員の総数と割合は、下記の

とおりである。 

（経過時間毎における参集可能職員総数及び割合） 

    経過時間 

発災時間 
1時間 3時間 12時間 1日 3日 7日 14日 

勤務時間内 

人数 163人 200人 267人 367人 401人 415人 415人 

割合 38％ 46％ 62％ 85％ 93％ 96％ 96％ 

勤務時間外 

人数 53人 153人 238人 338人 400人 415人 415人 

割合 12％ 35％ 55％ 78％ 92％ 96％ 96％ 

※災害時の職員参集手段等調査（平成27年10月実施）に基づく。 

対象職員は全ての正規職員と常勤の臨時職員のうち、1日の勤務時間が7時間30分以上の臨時職員

又は期間業務職員（6月以上任用）及び嘱託職員としており、433人となっている。 

「香川県地震・津波被害想定調査」によると、さぬき市における死者及び負傷者数の合計割合は

人口の約4％となっていることから、職員についても[433人×4％≒18人]が死傷等により1か月を経
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過しても出勤できないものとする。 

  

 時間経過毎における参集可能職員総数及び割合を考慮した上で非常時優先業務の実施を所属ご

とに検討した場合、職員数が不足するおそれのある所属があるため、発災時には、災害対策本部総

括班が職員の参集状況及び各部局からの人員要請をもとに、職員配置を検討・実施する。 

  また、長期間の対応が必要となる所属においては、業務の継続実施を可能とするための環境整備

を行うとともに、速やかに職員を交代制にすることを検討する。検討に当たっては、職員の健康管

理や、特定の職員が長時間の勤務とならないように努める。 

（２）庁舎 

① 現状 

    本庁舎（平成１２年建築）は昭和５６年に改定された耐震基準で建築された庁舎であるため、

建物自体に大きな影響はないものの、津波により１階及び２階においては甚大な被害が予想さ

れる。 

津田支所（昭和４２年建築）、寒川支所（昭和４８年建築）、大川支所（昭和３９年建築）、長

尾支所（昭和５２年建築）については、それぞれ耐震性を有していないことから、建物自体の

倒壊により、非常時優先業務を行えない所属が発生することを想定しておく必要がある。 

② 対応 

本庁舎の各所属において、非常時優先業務の実施に支障が生じたときは、本庁舎の非常時優

先業務の少ない所属の中から執務場所を提供するなど、本庁舎内で執務場所を確保するものと

する。ただし、本庁舎については津波浸水想定区域内であることから、災害対策本部機能に支

障が生じた場合は、使用できる支所等の公共施設にその機能を移すものとする。 

各支所においても、建物の倒壊等により業務遂行に支障が生じた場合は、使用できる近隣の

公共施設にその機能を移すものとする。 

（３）電力 

① 現状 

被災により電力会社からの電力供給が停止する場合には、発災後１日以上を経過した後に電

力会社による復旧活動が開始されると想定されていることから、数日間は電力供給が停止する

可能性がある。電力供給が再開するまでは、本庁舎においては停電後直ちに非常用発電機が起

動し、電力供給を継続する。非常用発電機での稼働時間は、燃料満タンで１００％負荷運転の

場合、１１時間となっているものの、限られた箇所のみの電力供給となっており、非常時優先

業務の実施に支障が生じるおそれがある。 

各支所においては非常用発電機がないため、電力供給が停止した場合は電力を使用できない

こととなる。 

② 対応 

    非常用発電機の運転時間には限りがあるため、震災発生後において速やかに燃料を確保する

ほか、運転時間を極力延ばすために稼働機器を必要最低限にする。 

    また、電力供給設備の早期復旧のため、災害時の協力に関する協定書を四国電力株式会社と

締結しているものの、復旧までに数日程度の時間を要することから、非常用電源として発電機

を準備し、情報収集や連絡手段等の業務を行うために最低限必要な電力を確保する。 

（４）通信（防災行政無線・電話） 

① 現状 
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ア 市防災行政無線 

市と防災関係機関（県、消防等）を結ぶ市防災行政無線については、無停電電源装置及び

非常用発電機により停電時の対応が取られているが、燃料の関係から稼働時間には限りがあ

る。また、障害が発生したときに備え、所定の業者と保守契約を締結している。 

イ 県防災行政無線 

  市と香川県庁や県の関係機関等との通信手段として整備されている県防災行政無線におい

ても同様に停電時の対応が取られている。また、県が所定の業者と保守契約を締結している。 

ウ 電話 

市及び県防災行政無線で結ばれていない関係機関や民間団体との連絡に不可欠な災害用優

先電話は一定数を確保しており、停電時においても非常用電源から電力供給されるが、電柱

の倒壊による通信ケーブルの断線等により不通となる可能性がある。 

また、本庁舎において現在使用している電話交換機は、１階に設置されており、被災によ

って使用できなくなる可能性がある。 

② 対応 

ア 市防災行政無線 

市防災行政無線に障害が発生した場合には、保守契約に基づき、速やかに復旧対応を行う。

復旧するまでの間は、災害時優先電話等を利用して、関係機関等と連絡をとる。また、速や

かに非常用発電機の燃料を確保する。 

イ 県防災行政無線 

  県防災行政無線に障害が発生した場合には、県に報告し、復旧対応を依頼する。 

ウ 電話 

 断線等による通信障害が発生した場合には、復旧までの間は防災行政無線等の他の通信手

段により情報伝達を行うものとする。 

また、本庁舎の電話交換機においては、設置場所を検討する必要がある。 

（５）情報システム 

① 現状 

  市の住民情報（住民基本台帳・税）システム、戸籍システム、住民基本台帳ネットワークシ

ステムについては、県内の民間データセンター内にサーバー等をハウジング運用しており、市

とデータセンター間は、業務専用回線で接続している。データセンター内で、重要データのデ

ータバックアップを日々実施している上、もし回線障害等により、データセンターとの接続が

途絶えた場合においても、本庁舎の市民課及び税務課窓口で、住民票の写し、印鑑登録証明書、

所得証明等に限定されるものの、障害発生前日までの更新を反映した証明書を発行するシステ

ム「ダウンリカバリシステム」を準備している。その他の市の重要システム（法人住民税シス

テム・家屋評価システム・総合滞納管理システム等の税の一部業務システム、総合福祉システ

ム・介護保険システム・後期高齢者医療システム・健康管理システム等の福祉関連業務システ

ム、グループウェアシステム、ファイルサーバ、財務会計システム等）は、本庁舎電算室にサ

ーバーを設置し、日次でのデータバックアップを行っており、万一、システム障害によりデー

タが破損・消失した場合にも復元することができる。また、当該システムが稼働する基盤とな

る基盤ネットワーク機器の一部には、緊急時における無停電電源装置及び自家発電装置による

給電が実施されないため、長時間の停電等による窓口業務の停止が懸念される。 

② 対応 
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  本庁舎の立地条件を考慮し、今後は重要システムが稼働する基盤となるサーバー機器の民間

データセンターへのハウジングを推進することを検討する。また、重要システムが稼働する基

盤となるサーバー・基盤ネットワーク機器や本庁出先機関間との通信回線の一部に障害が発生

した場合、各々の復旧優先度に応じた復旧行動を実施する。 

（６）執務環境等 

① 現状 

 ア 執務室 

   執務室内については、ロッカーやキャビネットに転倒防止器具等を使用する等の対策を講

じている。 

イ 消耗品等 

 非常時優先業務の実施には、コピー用紙やトナー、事務用品などの消耗品が必要となるが、

物流の停滞により、新たな調達が困難となることが想定される。 

ウ トイレ、飲料水、食料 

  上水道については、本庁舎及び各支所において給水がしばらく停止する可能性がある。 

  トイレについては、給水の停止、停電、下水道設備の被災等により使用できない可能性が

ある。 

 ② 対応 

   ア 執務室 

執務室の模様替え等においても引き続き転倒防止対策等が講じられるよう啓発する。 

イ 消耗品等 

  非常時優先業務の実施に必要な消耗品を常時補充しておく。 

ウ トイレ、飲料水、食料 

職員は、自らの当初３日分の飲料水、食料、災害応急物品の常時備蓄に努め、発災時は各

自が持参するものとするが、勤務時間内に発災した場合は持参することができないため、職

員用の飲料水や食料の備蓄を進める必要がある。 

また、トイレについては簡易トイレやトイレ用凝固剤など、既存トイレ設備が使用できな

い場合に対応するための職員用備蓄を進める必要がある。 

 

第３章 業務継続体制の向上 

 

１ 職員への教育・訓練 

（１）計画の各職員への周知 

  南海トラフを震源とする地震・津波が発生した際には、本計画に従って、通常業務から非常時優

先業務へ円滑に移行しなければならず、全ての職員に本計画を十分周知しておくことが必要となる。 

  このため、本計画をイントラネットで掲示し、また、人事異動などの機会を通じて職員参集予測

の見直しや非常時優先業務の周知を行うなど、職員の理解を深めるものとする。 

（２）訓練の実施 

  職員の対応能力の向上を図るとともに、本業務継続計画の実効性を確認するために、各種訓練の

実施に努めるものとする。 

（３）各職員への震災への備えの徹底 

  地震の発生時間にかかわらず、職員又は家族が自宅で何らかの被害を受けるおそれがある。そこ
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で、自宅の安全性を高めておくとともに、職員が安心して非常時優先業務に従事できるよう家族の

安否確認の手段を周知しておくことも重要である。 

  このようなことから、今後、職員に対して、次のような震災対策に取り組むよう呼びかけていく

こととする。 

  ① 自宅の耐震化 

    自宅が昭和５６年５月以前に建てられている場合は、住宅の耐震補助制度を活用して耐震診

断・耐震改修を行うなどにより、自宅の耐震性の確保に努める。 

    耐震化に関する相談は、建設経済部都市計画課で対応する。 

  ② 家具の固定化 

    寝室や避難路を中心に、タンスや大型テレビなど、転倒すると身体や生命に危険のある家具

を固定化し、家具の転倒を防止する。 

  ③ 非常持出袋及び非常備蓄品の準備 

    発災時に最初に持ち出す「非常持出袋」と災害から復旧するまでの数日間を支える「非常備

蓄品」を準備し、県民防災週間（毎年７月１５日から２１日まで）などの機会に年１回は必ず

点検する。 

  ④ 災害用伝言ダイヤルの活用 

    南海トラフを震源とする地震・津波が発生した場合に、家族の安否確認ができるよう、あら

かじめ災害用伝言ダイヤルの利用方法について確認しておく。 

 

２ 計画の見直し 

  本計画は、全庁挙げての取組みであることから、さぬき市業務継続計画検討協議会等を設置の上、

訓練等により把握された問題点、本庁舎及びその施設・設備等の整備状況、本市、香川県等の知見

等を踏まえ、Ｐｌａｎ（計画の策定）、Ｄｏ（訓練等の実施）、Ｃｈｅｃｋ（検証の実施）、Ａｃｔｉ

ｏｎ（計画の見直し）といった「ＰＤＣＡサイクル」を通じて、計画の持続的見直しを行うものと

する。 

 

参考資料（略） 

非常時優先業務一覧（略） 

 


